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やインドと比べて、ＡＳＥＡＮ経済の相対的重要性は低下しＡＳＥＡＮ＋３やＡＳＥＡＮ＋６も（通貨 ・ 金融部門を除いて）さしたる進展を示すことなく、他方で日中韓は独自の関係構築の動きを見せるなど、東 ジア地域で ＡＳＥＡＮの地位低下がとりざたされるよ になった。 内部を見ても二〇一五年までに経済、政治・安保、文化・社会の各分野で共同体を構築するという目標は、とうてい達成できそうにない。今年二月末から三月はじめにかけて開かれたＡＳＥＡＮ首脳会議では、紛争回避メカニズムと人権機構の設立を準備することになったが、 全会一致の原則は少しも揺らいでいない。 「共同体」と言っても、主権の 部を地域機構 信託 る う意味で制度化からはほど遠い。
　にもかかわらず筆者は、東アジアにおけるＡＳＥＡＮの役割
が縮小したとは思わない。確 に一部の国での 状況 悪さは、地域機構としてのＡＳＥＡＮ 正統性を傷つけるものだが、例えばミャンマーの軍事政権を制裁したと ても、中国が軍政
を支え続ける限り、制裁の実効性は薄いだろう。それよりもＡＳＥＡＮの枠内にとどめて、事あるたびにピア圧力をかけたほうがよい。たとえ制裁の恐れはなくても、会議の度にちくちくと批判されれば、居心地が悪いも で 。そのようにして根気強く体制内ハト派をふやすべきだろう。
　他方、日中韓の蜜月も、領土問題や潜在的ナショナリズムの
存在を考えれば、まだ脆弱だと判断せざるを得ない さらにＡＳＥＡＮは、いまや日中韓だけでなく中印をつ ぐハブでもある。アジア地域の安定を保つには、日中に加えて中印の橋渡し役かつバランサーになりうる力強いＡＳＥＡＮが必要である。日本はＡ 強化 ために、最大限の協力をすべきだと思う。
　筆者が所長を務めるＪＩＣＡ研究所でも、ＡＳＥＡＮ研究は
中心テーマの一つである。主要な研究プロジェクト しては、感染症、環境汚染、海上犯罪といった越境問題の研究、ＡＳＥＡＮ諸国を中心とする東アジアの高等教育研究機関を結ぶ連携ネットワークの研究、東南アジア・イスラーム社会と 開発力の方法を探る研究などがある。ＪＩＣＡ研究所は、 ＳＥＮが地域レベルで直面する課題への対処法の探究を、研究者や実務家と 地域ネットワ ク 構築と並行して進めるつもりである。 
（つねかわ 　けいいち／ＪＩＣＡ研究所所長）
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日本は力強いＡＳＥＡＮを必要とする
